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１ 東京都国民健康保険運営協議会について
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東京都国民健康保険運営協議会について

【設置】

○ 国保制度改革に伴い、都道府県にも、国保事業の運営に関する重要事項について審議する場である
国保運営協議会を設置することとされた（国保法第１１条）。

【法律上の国民健康保険運営協議会（都道府県、区市町村）の位置付け】

厚生労働省資料を基に作成

主な審議事項 ・国保事業費納付金について
・国保運営方針の作成

その他の重要事項

委員 ・被保険者代表
・保険医又は保険薬剤師代表
・公益代表
・被用者保険代表

主な審議事項 ・保険給付
・保険料の徴収

その他の重要事項

委員 ・被保険者代表
・保険医又は保険薬剤師代表
・公益代表
・被用者保険代表（任意）

都道府県に設置される国保運営協議会 区市町村に設置される国保運営協議会
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東京都国民健康保険運営協議会の開催予定（令和４年度）

第１回（令和４年１１月２４日）
WEB開催

第２回（令和５年２月予定）

・東京都の国民健康保険の現状

・都国保運営方針に基づく令和４年度
の取組

・令和５年度仮係数による納付金・標
準保険料率の算定結果

・令和３年度決算

・令和５年度納付金・標準保険料率の
算定結果

・令和５年度東京都国民健康保険運
営方針改定スケジュール
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２ 東京都の国民健康保険の現状について
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東京都の国民健康保険の現状

現状(令和２年度) 財源構成(令和２年度決算)

【公費の内訳】
国 ３，４１８億円
都 １，１０４億円
区市町村 ６６０億円（うち、法定外繰入 ４７８億円）

医療給付費等総額 約1兆310億円
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保　険　料
3,119億円

国・定率国庫負担
（３２％）

国・調整交付金 （９％）

前期高齢者
交付金
2,446
億円

法定外一般会計繰入

都繰入金（９％）

50% 50%

保険者努力支援制度交付金

高額医療費負担金

中間所得者に対する支援

（保険者支援分）

低所得者に対する支援

（保険料軽減分）

全国 都

約２，６５４万人 約２８６万人

うち６５歳以上 約１，１７７万人 約９７万人

１，０３０千円

【　１位】

１０３，１３０円

【　２位】

7.4%

【４７位】

90.26%

【４７位】

21.9%

【４７位】
滞納世帯割合 13.4%

※【順位】は、全国比

　　一人当たり平均所得は令和元年実績

収納率 93.69%

被保険者数

１人当たり平均所得
６７８千円

（旧ただし書き所得）

１人当たり保険料（税） ８８，８６２円

所得に対する保険料
10.0%

負担率



３ 東京都国民健康保険運営方針に基づく
令和４年度の取組について
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国保財政健全化の取組

○国保財政健全化計画策定状況

・「区市町村国保財政健全化計画」策定対象（※）となる５８区市町村すべてが、赤字の削減目標年次、

削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた計画を令和元年度末までに策定済
※解消・削減すべき赤字が、発生翌々年度までに解消できないことが見込まれる区市町村

○都のこれまでの取組
・計画策定対象の区市町村（島しょを除く）からヒアリングを実施、令和元年度末から都ＨＰに「区市町村

国保財政健全化計画」を公表。

・区市町村に対し解消に向けた助言等を行うほか、令和４年度は、計画期間が長期の区市町村に個別
のヒアリングを実施。

〇今後の方向性（国の動き等）

・令和２年度交付分の保険者努力支援制度から、法定外繰入の解消等の実施状況に係る評価指標にお

いて、点数のマイナス評価が導入。

※令和５年度交付分においては、「令和３年度決算において決算補填等目的の法定外繰入等の金額は増加していないが、削減予定額

（率）は達成していない場合」や「令和３年度決算において決算補填等目的の法定外繰入等の金額が増加している場合」にはマイナス評

価となる。

赤字削減・解消の取組

【運営方針における取組の方向性】

○区市町村はそれぞれの状況を勘案し、医療費適正化や収納率向上の取組、保険料
（税）率の見直しを図る必要があるため、国保財政健全化計画を策定し、 計画的に赤字
を削減・解消

○都は、区市町村の取組状況を把握し、必要な助言を実施
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○都繰入金２号分を活用した支援（令和４年度実施）

・令和４年度交付基準において、運営方針で定めた目標収納率を成績分の指標に設定。

・また、自動音声催告システムやSMS催告などの初期導入経費について、新たに事業分の交付対象とし、
業務の効率化を支援。

〇各種研修・実地支援の実施（令和４年度実施）

・都は、収納率向上対策支援計画に基づき各種研修を実施し、区市町村職員への知識の付与、実践力
の向上を図るとともに、区市町村ごとの課題に対し、徴収指導員により個別に実地支援を行う。

・研修 初任者説明会 ３７人、基礎編 ２日 ５５人、財産調査編 ５７人、

滞納処分編 ４６人、執行停止編 ４１人

・執行停止等や具体的事例への助言に係る実地支援 ４か所（予定）

保険料(税)の徴収の適正な実施について
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収納率向上の取組

【運営方針における取組の方向性】
○目標収納率の設定

規模別を廃止し、区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標に設定
○収納率向上対策の推進

・区市町村は、多様な納付方法の導入など納付環境の整備、滞納者へのきめ細かい対応
を行った上で、法令に基づく滞納処分等を実施

・都は、区市町村の担当職員の人材育成等を支援



医療費適正化の取組（１）

保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定

○データヘルス計画支援事業（令和４年度実施）
・支援の実績やノウハウがある大学等と連携し、３か年で62区市町村に向けてデータヘルス計画の見
直し支援・効果的な保健事業の横展開を実施

【運営方針における取組の方向性】

○全ての区市町村で保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定・見直しを行えるよう支援

○計画の推進に当たり、国保データベース（ＫＤＢ）システムの有効活用等により、取組の充
実が図られるよう支援
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糖尿病性腎症重症化予防の取組

【運営方針における取組の方向性】

○全区市町村において糖尿病性腎症重症化予防の取組が進むよう支援
○都版プログラムを関係団体へ周知するとともに、医療関係者等との情報共有を図る

○東京都糖尿病性腎症重症化予防事業医療関係者向け研修会（令和４年度実施）

・令和３年度のプログラム改定を踏まえ、医療関係者向け研修会を開催することで、糖尿病性腎症重
症化予防の意義や、行政が関わる重症化予防事業についての認識を深め、行政と医師をはじめとし
た関係機関との連携を推進（令和４年10月20日（木）から11月30日（水）までオンデマンド配信）



医療費適正化の取組（２）

○重複多剤服薬管理指導事業（令和４年度実施）

・専門知識を有する東京都薬剤師会と連携し、精神疾患患者も含めた服薬指導のモデル事業を実施
し、好事例の横展開を図ることで、重複多剤服薬者に対する指導を支援（モデル自治体：７か所）

加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組

【運営方針における取組の方向性】

○医師会、薬剤師会等と連携し、広域的な調整や事業の推進体制の構築支援
〇薬局と連携し、被保険者の適正服薬の向上に向けた普及啓発等を実施
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後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進

【運営方針における取組の方向性】

○後発医薬品使用希望カードや差額通知等の区市町村の取組を支援
〇医師会、薬剤師会等と連携して医療関係者等の理解促進

〇医療関係者向け講演会の開催（令和４年度実施）

・後発医薬品の安心使用促進に向け、医療関係者の理解促進を図るため、令和５年１月以降に動画
配信型の講演会を実施し、地域における取組事例の紹介等を行う。

〇ジェネリックカルテの作成（令和４年度実施）

・地域ごとの後発医薬品の使用割合について、レセプトデータをもとに医療機関、薬局、患者の状況
などを整理し、分析を行うことにより、使用割合への影響度を明確化する。（活用自治体：21か所）



○市町村事務処理標準システムの導入促進（令和４年度実施）

・令和４年９月時点で１８区市町村が導入済、１７区市町村が導入時期決定

・国は、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（令和４年10月７日閣議決定）により、令和７年
度までに、国保を含む基幹業務のシステム標準化を目指すとしていることから、都は、引き続き区市町

村における導入を支援。

○オンライン資格確認に関する状況調査及び情報共有（令和４年度実施）

・オンライン資格確認稼働に伴い、区市町村に提供されることとなった資格データの活用状況や課題等
を共有し、必要な事項については国に情報提供する。

・今後マイナンバーカードの健康保険証利用に向け、区市町村間で課題等を共有するとともに、国に取

扱いの明確化等を求めていく。
11

事務の標準化

区市町村の事務の標準化・効率化

事務の効率化

【運営方針における取組の方向性】
○市町村事務処理標準システムの導入

【運営方針における取組の方向性】
○事務処理基準の統一及び積極的な情報提供



４ 令和５年度国保事業費納付金
等の算定について
～仮係数に基づく納付金等の

算定結果
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２０１８年度（平成30年度）以降の国保制度の仕組み

【改革前】
区市町村が個別に運営

【２０１８年度（平成３０年度）～】
・財政運営の責任主体が都道府県へ移行
・都道府県に国保特別会計を設置

都道府県

区市町村

住 民

③ 標準保険料率を参考に、
保険料率を決定

⑤ 納付金の支払い

④ 保険料の支払い

① 区市町村から都への
納付金額を、所得水準、
医療費水準を反映して
決定

② 標準保険料率を提示
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支出

改革後の国民健康保険財政の仕組み（イメージ）

① 保険給付に必要な費用
を、全額、区市町村へ交
付（普通交付金）

②災害等による保険料の
減免額等が多額であるこ
とや、区市町村における
保健事業を支援するなど、

区市町村に特別な事情
がある場合に、その事情

を考慮して交付
（特別交付金）

支出

保険料 保険給付費

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、区市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要

な費用を、全額、区市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」

を管理する。 ※ 都道府県にも国保特別会計を設置

○ 区市町村は、都道府県が区市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。

都道府県の国保特別会計

区市町村の

国保特別会計
区市町村の

国保特別会計 Ａ市

２０１７年度（平成29年度）まで ２０１８年度（平成30年度）以降

公費

・定率国庫負担
・都道府県

調整交付金
・保険料軽減 等

収入
公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担
都道府県繰入金

等

収入

都道府県は、区

市町村からの（保
険料を基にした）

納付金、国庫負
担金、都道府県
繰入金等により
国保特別会計を
運営

厚生労働省資料を一部改変
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国保事業費納付金の算定（一般分）

後期支援金歳出見込み 介護納付金医療分（保険給付費等）

公費歳入見込み 前期高齢者交付金都全体の納付金必要額

B市の納付金基礎額 C町A区の納付金基礎額

・医療費水準、所得水準、被保険者数に応じて各区市町村ごとの納
付金額を算定

D村 ・・・・・・・

A区の納付金基礎額

審査支払手数料等

A区の納付金額

・激変緩和措置の公費などの個別調整を行う。

＋ －

激変緩和措置等

都に納める
金額

A区の納付金基礎額
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納付金の算定方法
■各区市町村に納付金を配分する際の基本的な考え方
○医療費水準の反映

⇒全て反映
（理由）
・医療費水準に見合わない保険料負担とならないよう配慮するため。
・医療費水準に応じた保険料水準とすることで、医療費適正化のインセンティブを確保するため。

○所得水準の反映

⇒都の所得水準（医療分：1.3５ 応能分：応益分＝57：43（1.3５：1））を反映
（理由）
・同じ保険料率であっても、所得水準に応じて集められる保険料総額に違いが生じるため。

×

×

■激変緩和措置

○医療費水準や所得水準が高い区市町村が納付金を多く負担するため、一部の区市町村においては、被保
険者の保険料が上昇する可能性がある。

○被保険者の保険料負担が急激に増加することを回避するため、被保険者１人当たりの納付金の伸び率が
都平均を一定程度上回る区市町村に対して、激変緩和を行う。

納
付
金
総
額

都全体に占める所得割合

都全体に占める被保険者数割合

当該区市町村
の納付金

×

＝

57

43

： 応能分

応益分

当該区市町村
の医療費指数
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令和５年度の公費について

○財政調整機能の強化

・普通調整交付金

・激変緩和のための暫定措置※

※予算額は、徐々に減少させ、普通調整交付金に移行

・特別調整交付金（都道府県分）（子どもの被保険者数）

・特別調整交付金（市町村分） （精神疾患・非自発的失業）

【800億円程度】

○保険者努力支援制度（都道府県分・市町村分）

・医療費の適正化に向けた取組等を支援

【800億円程度】

総額 約1,700億円(全国)

○国は現行の定率国庫負担金等に加えて、約1,700億円の公費を拡充

○特別高額医療費共同事業 【60億円程度】

〇その他、特別調整交付金（既存分）による追加激変緩和措置として２億円（全国２0億円）を反映

※１ 普通調整交付金、特別調整交付金の公費拡充分の額は不明

800億円

1,000億円
（別途、特別調整
交付金より配分）

60億円

５億円＋α
※１

６６億円

６億円

令和５年度
仮係数

反映額(全国)
1,700億円

令和５年度
仮係数

反映額(都)
７７億円＋α
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激変緩和措置（令和５年度）

都分：7.5億円

○激変緩和のための暫定措置
○追加激変緩和

＜激変緩和の財源（令和５年度仮係数による算定）＞

自然増
（1人当たり納付金
（都平均）伸び率）

制度改革前

（平成２８年度）

制度改革後

（令和５年度）

一定割合

激変緩和のイメージ

１人当たり

納付金相当額

１人当たり

納付金額

＋６％

一定割合を超えた
分に対し激変緩和

国

○令和５年度の被保険者1人当たり納付金額を平成28年度の被保険者1人当たり納付金相当額
と比較し、被保険者1人当たりの納付金伸び率が都平均を一定程度上回る区市町村に対して、
激変緩和を行う。

※法定外一般会計繰入分は、法定外一般会計繰入を実施していない区市町村との公平性の観点から激変緩和の対象外

都

都：745億円（医療給付費等の9％）のうち
15.1億円

都繰入金
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保険給付費
7,865億円

後期支援金
1,617億円

介護納付金
733億円

国・都
公費

3,523
億円

前期
高齢者
交付金

2,346
億円

納付金
必要額

4,346
億円

■令和４年度確定係数による算定

令和５年度仮係数に基づく納付金等の算定結果

保険給付費
8,392億円

後期支援金
1,758億円

介護納付金
719億円

国・都
公費

3,746 
億円

前期
高齢者
交付金

2,520
億円

納付金
必要額

4,603
億円

■令和５年度仮係数による算定

○ 納付金必要額（一般分）

※医療・後期・介護ごとに算出し、合算した金額

事 項
R４算定

（確定係数）
R５算定
（仮係数）

差 伸び率

被保険者数（医療・後期） 267万4千人 259万3千人 ▲8万1千人 ▲3.0%

給付費総額 7,865億円 8,392億円 527億円 6.7%

１人当たり給付費等 294,173円 323,688円 29,515円 10.0%

納付金総額 ※ 4,346億円 4,603億円 257億円 5.9%

１人当たり納付金額 ※ 189,368円 204,632円 15,264円 8.1%
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◆ 令和５年度仮係数に基づく保険料算定額と令和４年度確定係数に基づく保険料算定額の比較

令和５年度仮係数に
基づく保険料算定額

令和４年度確定係数に
基づく保険料算定額

伸び率

181,949円 167,042円 8.9%

１人当たり保険料の算定結果（激変緩和後）

※法定外繰入による軽減を行っていないと仮定した保険料額であり、実際の保険料額とは異なる。
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○ 標準保険料率の２つの役割

（１）各区市町村のあるべき保険料率（標準的な住民負担）の見える化（いわゆる「モノサシ」としての機能）

（２）各区市町村が具体的に目指すべき、直接参考にできる値

○ 都道府県は、各区市町村に対し、以下の３つの標準保険料率を示す。

■②区市町村標準保険料率及び③区市町村ごとの算定基準に基づく標準的な保険料率の算定方法

＝
＋

保健事業費
葬祭費等

÷
標準的な
収納率 ※

賦課すべ
き保険料
必要総額

標準
保険料率

納付金

標準保険料率の算定方法

① 都道府県標準保険料率 全国統一の算定基準による当該都道府県の保険料率の標準的な水準を表す

② 区市町村標準保険料率 都道府県内統一の算定基準による区市町村ごとの保険料率の標準的な水準
を表す ⇒都においては２方式（所得割及び均等割）

③
区市町村ごとの算定基
準にもとづく標準的な保
険料率

各区市町村の算定基準にもとづく保険料率（３方式（所得割・均等割・平等割）
等）

※ 各区市町村の実態を踏まえ、直近実績の
収納率で割り戻す

②は、区市町村ごとの所得等を反映し、応能分・応益分に分けて算定

③は、区市町村ごとの算定方式（２・３・４方式）及び応能・応益分
等の割合に応じて算定（区市町村の保険料率の算定基準が②と異なる
こともあるため、参考に提示））
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５ その他
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令和４年度

10月 11月 12月 1月 ２月 ３月

国

都

区市町村
協議

区市町村

令和５年
一定

国
保
事
業
会
計
予
算
案
上
程

1１/１

今後のスケジュール（案）

令和５年度
算定

納
付
金
・
標
準
保
険
料
率
の
決
定

各区市町村の議会
にて保険料（税）率
決定

運
営
協
議
会
①

確定係数提示

各区市町村
運営協議会

区市町村との協議
区市町村
へ提示

11/２4

12月末

○確定係数において変更が
想定される事項

・前期高齢者交付金・後期支
援金・介護納付金や国公費の
額（11月時点の基礎数値によ
り算定されるため）
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仮係数提示

運
営
協
議
会
②

２月予定


